
補助金活用のための

「経営計画策定」セミナー
各種補助金の申請時に必要となる「経営計画」策定の基本とコツについて学びま

す。
経営計画は会社経営の基本となるものであり、その出来が補助金採択の重要なポ

イントとなります。また３月より公募予定の「中小企業等事業再構築促進事業補助
金」等についての説明や個別相談会も行います。是非ご参加ください。

企 業 名

所 在 地
〒

参 加 者 名
氏 名 氏 名

ご 担 当 者 名
氏 名 TEL FAX

個 別 相 談 希 望 □有り→内容（□事業再構築補助金 □ものづくり補助金 □持続化補助金 □その他）

セミナー参加申込書 ３月１８日(木)までにFAX64-2008へ申込書をお送りください。

令和3年

3月25日(木)
13:30～15:30

佐久商工会議所

無 料 30名

日 時

場 所

参 加 費

１．経営計画策定の基本とコツ
・現状認識、自社の強み
・外部環境、消費者ニーズの把握
・会社の今後の方向性（目標）
・今後の取り組み

（補助金で実施すること）
・取り組みの成果

（売上目標・付加価値額・労働生産性）

２．補助金について(当日時点の情報となります)
①「中小企業等事業再構築促進事業」
②「中小企業生産性革命推進事業」

・ものづくり補助金
（通常枠、低感染リスク型ビジネス枠）

・持続化補助金
（通常枠、低感染リスク型ビジネス枠）

３．jGrants（電子申請システム）について
・GビズIDプライムの取得

４．質疑

セミナー終了後、個別相談会を行います。
ご希望の方は、参加申込書にてお申し込みくださ
い。

内 容

個 別 相 談
中小企業診断士 桑原 仁 氏
(一社)佐久産業支援センター

丸山コーディネーター
野口コーディネーター

佐久地域振興局 商工観光課 担当者

講 師

主催：佐久商工会議所 後援（一社）佐久産業支援センター

■お申込み 3月18日(木)までに下記申込書にご記入のうえFAX(64-2008)へお送りください。

■お問合せ 佐久商工会議所 TEL62-2520 FAX64-2008  担当：桜井、大井

＊ご記入頂いた情報は主催者からの各種連絡・情報提供のために利用するほか、セミナー参加者の実態調査・分析のために利用することがあります。

募集定員



企業の思い切った事業再構築を支援

「中小企業等事業再構築促進事業」

対
象
事
業
所

１．申請前の直近６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前の同３か
月の合計売上高と比較して10％以上減少している中小企業等。

２．事業計画を認定経営革新等支援機関や金融機関と策定し、一体となって事業再構築
に取り組む中小企業等。

３．補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均3.0%(一部5.0％)以上増加、又は
従業員一人当たり付加価値額の年率平均3.0%(一部5.0％)以上増加の達成。

補
助
金
額
・
補
助
率

※1／卒業枠：400社限定。事業計画期間内に、①組織再編、②新規設備投資、③グローバル展開のいずれ
かにより、資本金又は従業員を増やし、中小企業から中堅企業へ成長する事業者向けの特別枠。

※2／中堅企業の定義は現時点では未定。公募開始前には公表予定。
※3／グローバルV字回復枠：100社限定。以下の要件を全て満たす中堅企業向けの特別枠。

①直前6か月間のうち任意の３か月の合計売上高がコロナ以前の同３か月の合計売上高
と比較して、15％以上減少している中堅企業。

②補助事業終了後３～５年で付加価値額又は従業員一人当たり付加価値額の年率5.0%以
上増加を達成すること。

③グローバル展開を果たす事業であること。

補
助
対
象
経
費
の
例

新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取組を通じた
規模の拡大等を目指す、以下の要件をすべて満たす企業・団体等の新たな挑戦を支援。
建物費、建物改修費、設備費、システム購入費、外注費（加工、設計等）、研修費（教
育訓練費等）、技術導入費（知的財産権導入に係る経費）、広告宣伝費・販売促進費
（広告作成、媒体掲載、展示会出展等）等
【注】補助対象企業の従業員の人件費及び従業員の旅費は補助対象外です。

申請時期・方法
・公募開始は3月となる見込み・
・電子申請システム（jGrants）で受付予定。

補助額 補助率
中小企業 通常枠 100万円～6,000万円 2/3

卒業枠※１ 6,000万円超～1億円 2/3
中堅企業
※2

通常枠 100万円～8,000万円 1/2
（4,000万円超は
1/3）

グローバルＶ字回復枠※3 8,000万円超～1億円 1/2
緊急事態宣言特別枠
上記１～３の要件に加え、緊急事態宣
言に伴う飲食店の時短営業や不要不急
の外出・移動の自粛等により影響を受
けたことにより、令和３年１～３月の
いずれかの月の売上高が対前年または
前々年の同月比で30%以上減少してい
ること。

従業員数5人以下
100万円～500万円

従業員数6～20人
100万円～1,000万円

21人以上
100万円～1,500万円

中小企業3/4
中堅企業2/3

新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の
拡大等を目指す、以下の要件をすべて満たす企業・団体等の新たな挑戦を支援。


